
○家庭教育関係
家庭教育相談員設置事業

家庭教育コーディネーターを生涯学習課及び各教育事務所・支所に設置し、不登校やひきこもり
等子どもに関して悩みを持つ保護者の家庭を訪問して、相談・支援活動を行う。

・家庭教育コーディネーター　１７人
　 家庭訪問相談　１６人
　 いじめ・不登校電話相談（生涯学習課）　１人

家庭教育支援員設置事業

ホームフレンド（教員志望の大学生）を、児童生徒の話し相手や遊び相手として家庭教育コーディ
ネーターと共に派遣して、児童生徒の心の安定を図り、社会とつながるきっかけをつくる。また、子
育てネットワーカーを保護者家庭に派遣することにより、相談相手になることで保護者の支援を行
う。

・ホームフレンド　１６人
・子育てネットワーカー　１６人

職場内家庭教育推進事業

企業で働いているため家庭教育に関する研修会等に参加できない保護者等に対して学習の機
会を提供するため、企業で開催される家庭教育研修会に講師を派遣する。

・１５企業

家庭教育企画委員会

家庭教育事業全体の総合的な推進を図るため、学識経験者等の専門家による事業の検討等を
行う。

・委員１０人　年３回

家庭教育支援ネットワーク会議

家庭教育関係者の相互理解を深め、連携・協力体制の強化を図るとともに、児童・生徒の問題行
動に対する個々の児童・生徒及び家庭への支援の方法を検討するため、関係者による連絡会議
を開催し、情報交換･意見交換等を行う。

・県内５か所（各教育事務所）　年１回

家庭教育支援事業費補助

親への学習機会の提供や親子参加行事支援などの家庭教育支援の取組を市町村が推進する
場合、これに要する経費に対して補助を行う。

・３市（瀬戸市・北名古屋市・あま市）

あいちっこイキイキ地域交流会

地域や社会全体で家庭教育を支える気運を醸成するため、主に乳幼児から小中学生とその保護
者、地域の子育て支援者、教職員及び社会教育行政担当者等が参加して交流会を開催する。

・地域交流会　６地区（各教育事務所・支所）
・地区家庭教育推進運営協議会　６地区　年３回
・優良家庭教育推進組織等顕彰（原則３年以上の活動実績）　１５地区
・報告書の作成・配付・啓発

平成２４年度社会教育関係事業について

主な取組

46,308

2,946

151

74

1,240

2,488

2,440

予算額（千円）
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○青少年教育関係
青年団体指導者研修会

地域の青年団体・ボランティア団体等で活動する青年を対象に、地域社会の担い手として現代的
な課題に積極的に取り組むための企画力・運営力・指導力を育成するための研修を行う。

・愛知県青年講座
　１泊２日×１回、１日×３回　合計５日間
　定員２０人

青年文化活動事業

地域青年の芸能・文化活動を発表することで友好と親睦を深め、健全な地域社会の建設に寄与
するために、愛知県青年団協議会との共催で愛知県青年大会「青年文化活動発表会」を開催す
る。

・年１回実施、参加者５０人程度

防災キャンプ推進事業

東日本大震災で、住民が長期間、学校体育館等での避難所生活を送る事態となったことを踏ま
え、青少年に学校や社会教育施設等を避難所とした生活体験など体験型の防災教育プログラム
を実践する防災キャンプを地域住民の参加を得て実施する。

・３市（半田市・西尾市・田原市）へ委託し、防災キャンプを実施
・防災キャンプ事例発表会の実施

放課後子ども教室推進事業

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用した子どもの活動拠点（居場所）を設け、地域住
民が指導員等として参加し、様々な体験活動や学習活動の場を提供する。

・３２市町２４８教室
・推進委員会　年２回
・指導者研修会　年３回

○女性教育関係
女性教育指導者研修会

社会教育活動を企画・実施するために必要な知識や技術の習得の機会を設けるため、地域で活
動している女性教育指導者を対象に研修を行う。

・５日間　定員４０人

女性団体活動促進事業

持続可能な社会をつくり、「新しい公」を形成するため、女性団体による現代的な社会教育活動の
研究と、その結果を踏まえた実践活動を県内各地で行政と協働しながら実施することを、地域に
おける社会教育活動の有力な担い手である女性教育団体（愛知県地域婦人団体連絡協議会）に
委託する。

・研究協議会　年３回　２０人程度
・運営委員会　各団体２回程度　７人程度
・実施団体による活動実践　２０団体
・活動事例発表大会　年１回

主な取組

162

950

83

240

予算額（千円）

3,700

258,054



○学校・家庭・地域連携関係
人権教育事業

人権に関する学習活動の推進に向け、指導者の資質の向上と指導力の強化を図るため、社会教
育・学校教育関係者を対象に研修を実施する。
また、人権教育を一層推進するため、人権教育推進委員会を開催するとともに、調査研究事業を
市町村の実行委員会へ委託する。

・人権教育指導者研修会
　中央研修会　年４回（４地区各１回）
　地区研修会　８地区で年１０回（各教育事務所・支所で開催）
　参加者：市町村教育委員会、小中学校、社会教育各関係者
・人権教育推進委員会　年３回
・人権教育推進のための調査研究委託　２実行委員会(岡崎市・知多市）
・人権教育啓発資料の作成・配布　３,６４０部

ＰＴＡ指導者研修会

青少年の健全育成や保護者・教員相互の協力体制の確立等充実したＰＴＡ活動を推進するた
め、指導的立場にあるＰＴＡ会員を対象に研修を行う。

・小中学校ＰＴＡ指導者研修会　９地区で各年１回
・高等学校ＰＴＡ指導者研修会　年１回　７５０人程度

社会教育委員研修会

市町村の社会教育行政に対して適切な指導・助言ができるよう市町村社会教育委員を対象に研
修を行う。

・４地区で各年１回

学校支援地域本部事業

地域全体で学校教育を支援する体制づくりのため、地域住民の参加を得て実施する校内環境整
備や授業補助などの取組を推進する。

・愛知県学校支援地域本部運営協議会　年１回
・７市町（瀬戸市・小牧市・北名古屋市・清須市・一宮市・大口町・津島市）

ユネスコスクール支援事業

持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進拠点となるユネスコスクールへの加盟を促進する。

・ユネスコスクール加盟促進事業（助成金）　２０万円×２５校
・ユネスコスクール研修会　年２回（尾張・三河　各１回）

主な取組

5,900

予算額（千円）

3,414

104

254

4,208
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